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(57)【要約】
【課題】断続切削における被削性に優れた機械構造用鋼を提供する。
【解決手段】Ｃ：０．０５～１．２質量％、Ｓｉ：０．０３～２質量％、Ｍｎ：０．２～
１．８質量％、Ｃｒ：０．１～３質量％、Ａｌ：０．０６～０．５質量％、Ｔｉ：０．０
１～０．１質量％、Ｎ：０．０２質量％以下、Ｏ：０．００３質量％以下を含有し、さら
に、Ｃａ：０．０００５～０．０２質量％、Ｍｇ：０．０００１～０．００５質量％のう
ち１種以上を含有し、ＰおよびＳを各０．０３質量％以下に規制し、残部がＦｅおよび不
可避的不純物からなり、前記Ｃｒ，Ａｌ，Ｏ，Ｎ，Ｔｉの各含有量（質量％）を、[Ｃｒ]
、[Ａｌ]、[Ｏ]、[Ｎ]、[Ｔｉ]と表したとき、(０．１×[Ｃｒ]＋[Ａｌ])／[Ｏ]≧１５０
、[Ｎ]－０．３×[Ｔｉ]≦０．０００５をそれぞれ満足し、Ｎ固溶量が０．０００５質量
％以下であることを特徴とする機械構造用鋼。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃ：０．０５～１．２質量％、Ｓｉ：０．０３～２質量％、Ｍｎ：０．２～１．８質量
％、Ｃｒ：０．１～３質量％、Ａｌ：０．０６～０．５質量％、Ｔｉ：０．０１～０．１
質量％、Ｎ：０．０２質量％以下、Ｏ：０．００３質量％以下を含有し、さらに、Ｃａ：
０．０００５～０．０２質量％、Ｍｇ：０．０００１～０．００５質量％のうち１種以上
を含有し、ＰおよびＳを各０．０３質量％以下に規制し、残部がＦｅおよび不可避的不純
物からなり、
　前記Ｃｒ，Ａｌ，Ｏの各含有量（質量％）を、[Ｃｒ]、[Ａｌ]、[Ｏ]として表したとき
、(０．１×[Ｃｒ]＋[Ａｌ])／[Ｏ]≧１５０を満足し、
　前記Ｎ，Ｔｉの各含有量（質量％）を、[Ｎ]、[Ｔｉ]として表したとき、[Ｎ]－０．３
×[Ｔｉ]≦０．０００５を満足し、
　Ｎ固溶量が０．０００５質量％以下であることを特徴とする機械構造用鋼。
【請求項２】
　さらに、Ｍｏ：１質量％以下を含有することを特徴とする請求項１に記載の機械構造用
鋼。
【請求項３】
　さらに、Ｎｂ：０．２質量％以下を含有することを特徴とする請求項１または請求項２
に記載の機械構造用鋼。
【請求項４】
　さらに、Ｖ：０．５質量％以下、Ｃｕ：３質量％以下、Ｎｉ：３質量％以下、およびＢ
：０．００５質量％以下のうち１種以上を含有することを特徴とする請求項１ないし請求
項３のいずれか１項に記載の機械構造用鋼。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機械構造用鋼材に関するものであり、特に、断続切削加工が施される機械構
造用鋼材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車用変速機や差動装置等の各種歯車伝達装置に利用される歯車、シャフト、プーリ
、等速ジョイント、クランクシャフト、コンロッド等の機械構造用部品は、一般に、鋼材
に鍛造等の熱間加工を施した後、切削加工を施すことによって最終形状に仕上げられる。
そして、最終形状に仕上げられた機械構造用部品は、浸炭や浸炭窒化処理（大気圧、低圧
、真空、プラズマ雰囲気を含む）等の表面硬化処理を施され、さらに、必要に応じて焼入
れ－焼戻しや高周波焼入れ等が施されて所定の強度が確保される。このような機械構造用
部品の製造において、切削加工に要するコストは占める割合が大きいことから、機械構造
部品を構成する鋼材（機械構造用鋼）は被削性が良好であることが要求される。
【０００３】
　機械構造用部品の一つである歯車の製造方法は、一般的に、機械構造用鋼を鍛造し、ホ
ブ加工によって粗切し（歯切り）、シェービングにて最終形状に仕上げた後、浸炭等の熱
処理を行い、再度研磨加工（ホーニング加工）を行う。さらに、近年では、歯車の寸法精
度の向上のため、熱処理による形状の歪みを完全に矯正するために、前記研磨加工の前に
研削加工（ハードフィニッシュ）を行うことがある。このように、歯車の製造は非常に多
くの工程を必要とし、その中には切削や研削の工程が多いため、特に歯車の材料とする機
械構造用鋼には被削性を向上させることが求められている。
【０００４】
　被削性の劣化要因の一つとして、例えば、被削材中の硬質の介在物によるアブレシブ摩
耗があり、特に連続切削において顕著である。一方、ホブ加工等の、工具が被削材に連続
的には接触していない断続切削においては、工具の空転時すなわち工具に被削材が接触し
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ていない瞬間があり、工具に付着した鋼材の新生面が、このとき空気に曝され、さらに切
削で発熱しているので急速に酸化する。その結果、断続切削に用いられる工具は酸化摩耗
し易く、その寿命が短いという問題がある。さらに、ホブ加工に用いられる工具は高価で
あるため、ホブ加工等の断続切削に供される機械構造用鋼には、被削性、特に工具寿命を
向上させることが求められている。
【０００５】
　そこで、例えば、特許文献１は、ＪＩＳ鋼にＢ，Ｓ，Ｃａを添加することで硫化物を生
成させ、この硫化物を析出核として微細なＢＮを析出させることにより被削性、疲労強度
、および靭性を向上させた鋼材を開示している。また、特許文献２は、被削性を向上させ
る元素（快削元素）であるＳの代わりに、Ｐｂ，Ｃａを添加して、靭性を保ちつつ被削性
を向上させた鋼材を開示している。また、特許文献３は、Ａｌ，Ｎの各含有量と両者の比
を制御することでＡｌＮを析出させ、ＡｌＮの潤滑効果により断続切削時の被削性を向上
させた鋼材を開示している。特許文献４は、Ａｌを多く添加することにより、ＭｎＳを均
一分散させて衝撃特性を向上させ、また、高温脆化により被削性を向上させる固溶Ａｌ、
および高温脆化効果と劈開の結晶構造とにより被削性を向上させるＡｌＮを適量確保し、
さらにＡｌＮの微細析出および固溶Ａｌによって降伏比を高くし、一方で被削性および衝
撃特性を劣化させる固溶Ｎを低く抑えた鋼材を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平６－１４５８９０公報（段落０００９）
【特許文献２】特開平３－１００５０号公報（請求項１）
【特許文献３】特許第３９２２６９１号公報（段落００１８～００２３）
【特許文献４】特開２００８－１３７８８号公報（請求項１、段落００１６）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１，２に開示された鋼材は、超硬工具による旋削に対応したも
のである。また、鋼材に限らず、近年ではＰｂを含有しない（Ｐｂフリー）材料が求めら
れている。また、特許文献３に開示された鋼材は、断続切削に対応したものではあるが、
特許文献１，２に開示された鋼材と同様に、鋼材中の析出物により被削性を向上させるも
のである。これらのような鋼材中の介在物や析出物は、鋼材の機械的特性を劣化させ易い
という問題がある。また、特許文献４に開示された鋼材は連続切削に対応したものであり
、断続切削に適用すると、工具の空転時に酸素を固着するように活性化した固溶Ａｌは、
ある程度抑えられているとはいえ残存する固溶Ｎに酸素以上に結合し易いため、酸素を固
着する効果が失われてしまう。さらに、特許文献３，４に開示された鋼材において、Ａｌ
Ｎは熱間加工時の加熱（８００～１２００℃）で固溶Ａｌと固溶Ｎに分解される。その後
、熱間加工を施すと、固溶Ａｌと固溶ＮによりＡｌＮが粒界に偏析し、粒界強度を著しく
劣化させる。
【０００８】
　本発明は、前記問題点に鑑みてなされたものであり、被削性を向上させる手段に靭性や
加工性等の機械的特性を兼備させるため、鋼材中の介在物や析出物によらずに断続切削時
の被削性を向上させる、特に工具寿命を向上させる機械構造用鋼を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、Ｆｅより酸化傾向の大きい、すなわちＦｅと比較してＯ（酸素）が結合
し易いＡｌを機械構造用鋼に添加して固溶させることにより、断続切削における機械構造
用鋼の新生面の急速な酸化を防止して、工具の酸化摩耗を抑制することにした。一方、Ａ
ｌの添加により、熱間加工時にＡｌＮが偏析して熱間延性（熱間加工性）を劣化させるこ
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とを防止するために、Ｔｉを添加してＮと結合させることによりＡｌＮの析出を抑制し、
さらに、形成されたＴｉＮにより結晶粒の粗大化を防止して、機械的特性を向上させるこ
とを見出した。
【００１０】
　すなわち、請求項１に係る機械構造用鋼は、Ｃ：０．０５～１．２質量％、Ｓｉ：０．
０３～２質量％、Ｍｎ：０．２～１．８質量％、Ｃｒ：０．１～３質量％、Ａｌ：０．０
６～０．５質量％、Ｔｉ：０．０１～０．１質量％、Ｎ：０．０２質量％以下、Ｏ：０．
００３質量％以下を含有し、さらに、Ｃａ：０．０００５～０．０２質量％、Ｍｇ：０．
０００１～０．００５質量％のうち１種以上を含有し、ＰおよびＳを各０．０３質量％以
下に規制し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、前記Ｃｒ，Ａｌ，Ｏの各含有量
（質量％）を[Ｃｒ]、[Ａｌ]、[Ｏ]として表したとき、(０．１×[Ｃｒ]＋[Ａｌ])／[Ｏ]
≧１５０を満足し、前記Ｎ，Ｔｉの各含有量（質量％）を[Ｎ]、[Ｔｉ]として表したとき
、[Ｎ]－０．３×[Ｔｉ]≦０．０００５を満足し、Ｎ固溶量が０．０００５質量％以下で
あることを特徴とする。
【００１１】
　このように、Ｆｅより酸化傾向の大きいＡｌを添加することにより、断続切削において
、機械構造用鋼の新生面が急速に酸化することを防止できる。そして、Ｔｉを添加するこ
とで、Ｎ（窒素）をＡｌとではなくＴｉと結合させてＡｌＮの形成を抑制し、一方で形成
したＴｉＮにより結晶粒を微細化させる。さらにＴｉに対するＮの含有量を一定以下に制
限することにより、Ｎの固溶量を所定値以下に抑制する。これによって、断続切削時にＡ
ｌが固溶Ｎに結合することなく、酸化摩耗抑制効果を十分に発揮できる。さらに、鋼中の
ＡｌＮや固溶Ｎによる熱間加工時のＡｌＮの偏析を防止できる。一方、Ｃａ，Ｍｇの少な
くとも１種を添加することで、Ａｌ酸化物が硬質介在物としてアブレシブ摩耗を生じさせ
ることを防止できる。また、Ｃｒ，Ａｌに対するＯ（酸素）の含有量を一定以下に制限す
ることで、粗大な酸化物系介在物の生成を抑制することができる。
【００１２】
　また、請求項２に係る機械構造用鋼は、請求項１に記載の機械構造用鋼が、さらに、Ｍ
ｏ：１質量％以下を含有することを特徴とする。Ｍｏを添加することにより、機械構造用
鋼の焼入れ性を向上させて、焼入れ後の硬さを向上させることができる。
【００１３】
　請求項３に係る機械構造用鋼は、請求項１または請求項２に記載の機械構造用鋼が、さ
らに、Ｎｂ：０．２質量％以下を含有することを特徴とする。Ｎｂを添加することにより
、浸炭処理における結晶粒の異常成長を効果的に防止することができる。
【００１４】
　また、請求項４に係る機械構造用鋼は、請求項１ないし請求項３のいずれか１項に記載
の機械構造用鋼が、さらに、Ｖ：０．５質量％以下、Ｃｕ：３質量％以下、Ｎｉ：３質量
％以下、およびＢ：０．００５質量％以下のうち１種以上を含有することを特徴とする。
Ｖ，Ｂを添加することにより、浸炭処理における結晶粒の異常成長を効果的に防止するこ
とができる。また、Ｃｕ，Ｎｉを添加することにより、機械構造用鋼の焼入れ性を向上さ
せて、焼入れ後の硬さを向上させることができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明に係る機械構造用鋼は、靭性等の機械的特性および熱間加工性を十分有し、また
、被削性を向上させたものである。本発明に係る機械構造用鋼は、特に、歯車等の機械構
造部品を構成する鋼材として、断続切削における被削性を向上させたものであり、これに
より切削工具の酸化摩耗を抑制して工具寿命を延ばすことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】引張試験における試験片の平面図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１７】
　以下、本発明に係る機械構造用鋼を実施する形態について説明する。
　本発明に係る機械構造用鋼は、Ｃ：０．０５～１．２質量％、Ｓｉ：０．０３～２質量
％、Ｍｎ：０．２～１．８質量％、Ｃｒ：０．１～３質量％、Ａｌ：０．０６～０．５質
量％、Ｔｉ：０．０１～０．１質量％、Ｎ：０．０２質量％以下、Ｏ：０．００３質量％
以下を含有し、さらに、Ｃａ：０．０００５～０．０２質量％、Ｍｇ：０．０００１～０
．００５質量％のうち１種以上を含有し、ＰおよびＳを各０．０３質量％以下に規制し、
残部がＦｅおよび不可避的不純物で構成されるものであり、さらに、Ｎ固溶量を０．００
０５質量％以下とするものである。
【００１８】
　そして、本発明に係る機械構造用鋼は、前記各成分のうち、酸化物系介在物を形成し易
いＣｒ，Ａｌの各含有量の、Ｏ含有量に対する比を所定値以上に限定するものである。す
なわち、Ｃｒ，Ａｌ，Ｏの含有量（質量％）それぞれを[Ｃｒ]、[Ａｌ]、[Ｏ]で表したと
き、下式を満足するように、これらの成分の含有量が調整されるものである。
　(０．１×[Ｃｒ]＋[Ａｌ])／[Ｏ]≧１５０
【００１９】
　さらに、本発明に係る機械構造用鋼は、前記各成分のうち、Ｎの含有量を、Ａｌと比較
してＮが結合し易いＴｉの含有量に対して所定値以下に限定するものである。すなわち、
Ｎ，Ｔｉの含有量（質量％）それぞれを[Ｎ]、[Ｔｉ]で表したとき、下式を満足するよう
に、これらの成分の含有量が調整されるものである。
　[Ｎ]－０．３×[Ｔｉ]≦０．０００５
【００２０】
　以下に、本発明に係る機械構造用鋼を構成する各成分の含有量の数値範囲およびその数
値範囲の限定理由について説明する。
【００２１】
　（Ｃ：０．０５～１．２質量％）
　Ｃは、機械構造用鋼の強度を向上させる効果を有し、機械構造用部品に必要な芯部の硬
さを確保するために有効な元素である。機械構造用鋼の硬さを十分なものとするため、Ｃ
含有量は０．０５質量％以上とされ、０．１０質量％以上が好ましく、０．１５質量％以
上がさらに好ましい。一方、Ｃが過剰に添加されると、硬さが過剰となって被削性や靭性
、加工性が低下する。したがって、Ｃ含有量は１．２質量％以下とされ、１．０質量％以
下が好ましく、０．８質量％以下がさらに好ましい。
【００２２】
　（Ｓｉ：０．０３～２質量％）
　Ｓｉは、脱酸効果を有し、機械構造用鋼の酸化物系介在物を低減させて内部品質を向上
させる。この効果を十分なものとするため、Ｓｉ含有量は０．０３質量％以上とされ、０
．０５質量％以上が好ましく、０．１質量％以上がさらに好ましい。また、ＦｅよりもＳ
ｉにＯが結合し易いため、Ｓｉは断続切削時の工具の酸化摩耗を抑制する効果を有する。
一方、Ｓｉが過剰に添加されると、浸炭時に異常組織が生成したり、熱処理（焼入れ）後
の残留オーステナイト（残留γ相）の量が増大して浸炭相に十分な硬さが得られない。し
たがって、Ｓｉ含有量は２質量％以下とされ、１．８質量％以下が好ましく、１．５質量
％以下がさらに好ましい。
【００２３】
　（Ｍｎ：０．２～１．８質量％）
　Ｍｎは、焼入れ性を向上させる効果を有し、焼入れ後の機械構造用鋼の硬さを向上させ
る。この効果を十分なものとするため、Ｍｎ含有量は０．２質量％以上とされ、０．３質
量％以上が好ましく、０．５質量％以上がさらに好ましい。また、ＦｅよりもＭｎにＯが
結合し易いため、Ｍｎは断続切削時の工具の酸化摩耗を抑制する効果を有する。一方、Ｍ
ｎが過剰に添加されると、焼入れ性が過剰となって、焼ならし後でも過冷組織が生成して
被削性を低下させる。したがって、Ｍｎ含有量は１．８質量％以下とされ、１．６質量％
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以下が好ましく、１．４質量％以下がさらに好ましい。
【００２４】
　（Ｃｒ：０．１～３質量％）
　Ｃｒは、焼入れ性を向上させる効果を有し、焼入れ後の機械構造用鋼の硬さを向上させ
る。この効果を十分なものとするため、Ｃｒ含有量は０．１質量％以上とされ、０．３質
量％以上が好ましく、０．７質量％以上がさらに好ましい。また、ＦｅよりもＣｒにＯが
結合し易いため、Ｃｒは断続切削時の工具の酸化摩耗を抑制する効果を有する。一方、Ｃ
ｒが過剰に添加されると、焼入れ性が過剰となって過冷組織が発達するとともに、粒界に
粗大な炭化物が生成して被削性が劣化し、また、焼入れ後の硬さが過剰となって靭性が低
下する。したがって、Ｃｒ含有量は３質量％以下とされ、２質量％以下が好ましく、１．
６質量％以下がさらに好ましい。
【００２５】
　（Ａｌ：０．０６～０．５質量％）
　Ａｌは、強い脱酸効果を有し、機械構造用鋼の内部品質を向上させる。また、Ｆｅより
もＡｌにＯが結合し易いため、Ａｌは断続切削時の工具の酸化摩耗を抑制する効果を有す
る。また、Ａｌは、微量であるが鋼中のＮと結合してＡｌＮを形成し、このＡｌＮが、浸
炭処理において結晶粒の異常成長（異常粒成長）を抑制する効果を有する。これらの効果
を十分なものとするため、Ａｌ含有量は０．０６質量％以上とされ、０．１質量％以上が
好ましく、０．１５質量％以上がさらに好ましい。一方、Ａｌが過剰に添加されると、ア
ルミナ（Ａｌ2Ｏ3）が過剰に形成されて硬質介在物となる割合が増加して被削性が低下し
たり、浸炭における熱処理（焼入れ）後の残留オーステナイト（残留γ相）の量が増大し
て浸炭相に十分な硬さが得られない。したがって、Ａｌ含有量は０．５質量％以下とされ
、０．４５質量％以下が好ましく、０．４質量％以下がさらに好ましい。
【００２６】
　（Ｔｉ：０．０１～０．１質量％）
　Ｔｉは、鋼中に不可避的に含有するＮと結合することにより、製品中のＮ固溶量を減少
させる。また、形成されたＴｉＮは、熱処理において結晶粒を微細化する効果を有し、機
械構造用鋼の機械的特性を向上させる。これらの効果を十分なものとするため、Ｔｉ含有
量は０．０１質量％以上とされ、０．０２質量％以上が好ましく、０．０３質量％以上が
さらに好ましい。さらに、ＴｉＮは、浸炭処理時の異常粒成長を抑制する効果を有する。
一方、Ｔｉが過剰に添加されると、ＴｉＮのサイズが大きくなって加工性等の機械的特性
および被削性が劣化する。したがって、Ｔｉ含有量は０．１質量％以下とされ、０．０９
質量％以下が好ましく、０．０８質量％以下がさらに好ましい。
【００２７】
　（Ｎ：０．０２質量％以下）
　Ｎ（窒素）は鋼の溶融工程で不可避的に混入する元素であり、鋼中にＴｉ等と共存する
場合はこれに結合して窒素化合物を形成させ、あるいは鋼中に固溶する。固溶Ｎは、後記
するように、鋼中にＡｌと共存する場合は、Ａｌによる断続切削時の酸化摩耗抑制効果を
低下させ、また機械的特性を劣化させるため、できる限り低減する必要がある。鋼中にＮ
が多く含有されると、それに伴い、鋼中に固溶するＮも増大するため、その含有量は制限
されて、さらにＮは極力窒素化合物として固着させることが好ましい。しかし、鋼中のＮ
の多くを窒素化合物としても、Ｎが多く含有されると過剰に形成され、そのサイズも大き
くなるため、被削性および浸炭処理時の異常粒成長の抑制効果が劣化する。したがって、
Ｎ含有量は０．０２質量％以下とされ、０．０１８質量％以下が好ましく、０．０１５質
量％以下がさらに好ましい。
【００２８】
　（Ｎ固溶量：０．０００５質量％以下）
　機械構造用鋼中に固溶したＮは、それ自体は被削性を向上させる効果があるが、鋼中に
Ａｌと共存する場合は、切削時の発熱で固溶Ａｌと結合してＡｌＮを形成、工具表面に付
着させる。その結果、断続切削時におけるＡｌのＯへの結合力が損なわれて工具の酸化摩



(7) JP 2010-24549 A 2010.2.4

10

20

30

40

50

耗抑制効果が低下する。また、固溶Ｎは熱間加工時にもＡｌと結合してオーステナイト粒
界にＡｌＮとして偏析することで、粒界強度を著しく低下させる。さらにＮが過剰に固溶
されていると、時効硬化が進み過ぎて、延性および靭性が低下する場合がある。したがっ
て、Ｎ固溶量はできる限り低減して、０．０００５質量％以下とされ、０．０００４質量
％以下が好ましく、０．０００３質量％以下がさらに好ましい。このようなＮ固溶量は、
前記のＮ含有量の制限および後記のＮ含有量とＴｉ含有量との関係式を満足することによ
り、制御される。なお、本発明におけるＮ（窒素）固溶量の値は、ＪＩＳ　Ｇ　１２２８
に準拠され、機械構造用鋼の全窒素量（Ｎ含有量）から窒素化合物における窒素量の差と
される。以下に、鋼中のそれぞれの窒素量を測定する方法を説明する。
【００２９】
　鋼中の全窒素量は、不活性ガス融解法－熱伝導度法により測定される。この方法は、供
試鋼材から切り出された試料をるつぼに投入し、この試料を不活性ガス気流中で融解して
窒素を含めたガスを抽出し、このガスを熱伝導度セルに搬送して熱伝導度の変化を測定し
て、窒素の量を求めるものである。
【００３０】
　鋼中の窒素化合物における窒素量は、アンモニア蒸留分離インドフェノール青吸光光度
法により測定される。この方法は以下の通りである。まず、供試鋼材から切り出された約
０．５ｇの試料は、１０％ＡＡ系電解液（鋼材の表面に不動態皮膜を生成させない非水溶
媒系の電解液であり、具体的には、１０％アセチルアセトン、１０％塩化テトラメチルア
ンモニウム、残部：メタノール）中での定電流電解により溶解される。この溶解した試料
（と電解液）はメッシュサイズ０．１μｍのポリカーボネート製フィルタでろ過されて、
不溶解残渣（窒素化合物）とろ液とに分離される。不溶解残渣は硫酸、硫酸カリウム、お
よび純Ｃｕチップ中で加熱、分解された後、前記ろ液に混合される。この混合された溶液
は、水酸化ナトリウムでアルカリ化された後、水蒸気蒸留されて、留出したアンモニウム
が希硫酸に吸収される。溶液はフェノール、次亜塩素酸ナトリウム、およびペンタシアノ
ニトロシル鉄（III）酸ナトリウムを加えられて青色錯体を生成させる。この青色錯体の
吸光度を光度計を用いて測定して、この吸光度から窒素化合物中の窒素の量を求めるもの
である。
【００３１】
　（Ｃａ：０．０００５～０．０２質量％、Ｍｇ：０．０００１～０．００５質量％のう
ち１種以上）
　Ｃａ，Ｍｇは、それぞれがアルミナ等の硬質介在物を軟質化させる作用があるので、硬
質介在物による工具摩耗を抑制する。また、Ｃａ，Ｍｇは、それぞれがＭｎＳ介在物を球
状化する作用があるので、このＭｎＳ介在物による靭性の劣化を抑制する。これらの効果
を十分なものとするため、Ｃａ含有量は０．０００５質量％以上とされ、０．０００７質
量％以上が好ましく、０．００１質量％以上がさらに好ましい。同様に、Ｍｇ含有量は０
．０００１質量％以上とされ、０．０００２質量％以上が好ましく、０．０００３質量％
以上がさらに好ましい。Ｃａ，Ｍｇは、いずれか１種のみ前記それぞれの規定含有量を含
有されていれば前記工具摩耗を抑制する効果を得られ、もう１種は含有されていない、あ
るいは規定含有量未満を含有されていてもよい。また、Ｃａ，Ｍｇが共に規定含有量を含
有されていてもよい。一方、Ｃａ，Ｍｇは、どちらも過剰に添加されると、ＣａＯ，Ｍｇ
Ｏ等の介在物が増大して、これらの介在物により延性および靭性が低下する。したがって
、Ｃａ含有量は０．０２質量％以下とされ、０．０１５質量％以下が好ましく、０．０１
質量％以下がさらに好ましい。同様に、Ｍｇ含有量は０．００５質量％以下とされ、０．
００４質量％以下が好ましく、０．００３質量％以下がさらに好ましい。
【００３２】
　（Ｐ：０．０３質量％以下）
　Ｐは鋼に不可避的に含まれる元素（不純物）である。Ｐは、熱間加工時の割れを助長す
るので可能な限り低減されることが好ましい。したがって、Ｐ含有量は０．０３質量％以
下とされ、０．０２５質量％以下が好ましく、０．０２質量％以下がさらに好ましい。
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【００３３】
　（Ｓ：０．０３質量％以下）
　Ｓは鋼に不可避的に含まれる元素（不純物）である。Ｓは、被削性を向上させる効果を
有するが、一方で、延性および靭性を低下させる。さらに、ＳはＭｎと反応してＭｎＳ介
在物を形成する。この介在物が圧延時に圧延方向に伸展することにより、鋼材の圧延方向
に対して垂直な方向（この方向を一般に「横目」という）の靭性が劣化する。したがって
、Ｓ含有量は０．０３質量％以下とされ、０．０２５質量％以下が好ましく、０．０２質
量％以下がさらに好ましい。
【００３４】
　（Ｏ：０．００３質量％以下）
　Ｏ（酸素）は鋼の溶融工程で不可避的に混入する元素である。Ｏ含有量が過剰になると
、粗大な酸化物系介在物が生成して、この酸化物系介在物により被削性や延性、靭性、鋼
の熱間加工性が低下する。したがって、Ｏ含有量は０．００３質量％以下とされ、０．０
０２質量％以下が好ましく、０．００１５質量％以下がさらに好ましい。
【００３５】
　前記の本発明に係る機械構造用鋼の各成分のうち、Ｃｒ，Ａｌは、Ｆｅより酸化傾向が
大きい、すなわちＦｅと比較してＯに結合し易いため、断続切削時の工具の酸化摩耗を抑
制する効果を有するが、一方で、硬質な酸化物系介在物Ｃｒ2Ｏ3，Ａｌ2Ｏ3等を形成する
。Ｃｒ含有量の１／１０と、ＣｒよりさらにＯが結合し易いＡｌ含有量との和が、Ｏ含有
量の１５０倍未満では、前記の酸化摩耗の抑制効果が十分に得られず、断続切削時の被削
性が劣化すると共に、硬質な酸化物系介在物を過剰に形成して、アブレシブ摩耗が顕著に
なって連続切削時の被削性も劣化する。したがって、Ｃｒ，Ａｌ，Ｏの含有量（質量％）
それぞれを[Ｃｒ]、[Ａｌ]、[Ｏ]で表したとき、下式を満足するように、これらの成分の
含有量は調整される。
　(０．１×[Ｃｒ]＋[Ａｌ])／[Ｏ]≧１５０
【００３６】
　また、前記の本発明に係る機械構造用鋼の各成分において、前記したように、Ｔｉは、
Ｎと結合してＴｉＮを形成することにより固溶Ｎを低減させ、さらに熱間加工時にはＡｌ
に優先して固溶Ｎと結合することにより、粒界へのＡｌＮの偏析を抑制する効果を有する
。したがって、Ｎ含有量がＴｉ含有量に対して過剰である、具体的にはＴｉが結合できる
Ｎ量を過大に超えると、これらの効果が十分に得られずに、Ｎの一部が固溶状態となり、
またＡｌＮを形成する。その結果、断続切削時の酸化摩耗抑制効果を低下させ、また熱間
延性が劣化する。Ｔｉが結合できるＮ量とは、両者の原子量の比から、質量にしてＴｉ量
の約０．３倍であり、Ｔｉに結合していないＮが固溶Ｎになると推定できる。すなわち、
Ｎ，Ｔｉの含有量（質量％）それぞれを[Ｎ]、[Ｔｉ]で表したとき、下式を満足するよう
に、これらの成分の含有量は調整される。
　[Ｎ]－０．３×[Ｔｉ]≦０．０００５
【００３７】
　本発明に係る機械構造用鋼は、Ｍｏ：１質量％以下をさらに含有してもよい。また、本
発明に係る機械構造用鋼は、Ｎｂ：０．２質量％以下をさらに含有してもよい。また、本
発明に係る機械構造用鋼は、さらに、Ｖ：０．５質量％以下、Ｃｕ：３質量％以下、Ｎｉ
：３質量％以下、およびＢ：０．００５質量％以下のうち１種以上を含有してもよい。
【００３８】
　（Ｍｏ：１質量％以下）
　Ｍｏは、鋼に固溶して焼入れ性を確保し、不完全焼入れ組織の生成を抑制する効果を有
し、Ｍｏ含有量増加に伴いこの効果が大きくなる。この効果を得るために、Ｍｏ含有量は
０．００５質量％以上が好ましく、０．００８質量％以上がより好ましく、０．０１質量
％以上がさらに好ましい。一方、Ｍｏが過剰に添加されると、焼入れ性が過剰となって、
焼ならし後でも過冷組織が生成して被削性が低下する。したがって、Ｍｏ含有量は１質量
％以下とされ、０．９質量％以下が好ましく、０．８質量％以下がさらに好ましい。
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【００３９】
　（Ｎｂ：０．２質量％以下）
　機械構造用鋼の中でも特に肌焼鋼は、通常、表面硬化のために浸炭処理が施される。こ
の浸炭処理時に、処理温度および処理時間、加熱速度等によっては異常粒成長が発生する
場合がある。Ｎｂは、この異常粒成長を防止する効果を有する。この効果を得るために、
Ｎｂ含有量は０．００１質量％以上が好ましく、０．００２質量％以上がさらに好ましい
。一方、Ｎｂが過剰に添加されると、硬質炭化物が生成して加工性等の機械的特性および
被削性が劣化する。したがって、Ｎｂ含有量は０．２質量％以下とされ、０．１５質量％
以下が好ましく、０．１質量％以下がさらに好ましい。
【００４０】
　（Ｖ：０．５質量％以下、Ｃｕ：３質量％以下、Ｎｉ：３質量％以下、Ｂ：０．００５
質量％以下）
　Ｖ，Ｂは、前記Ｎｂと同様に、浸炭処理時の異常粒成長を防止する効果を有する。この
効果を得るために、Ｖ含有量は０．００１質量％以上が好ましく、０．００２質量％以上
がさらに好ましい。同様に、Ｂ含有量は０．０００４質量％以上が好ましく、０．０００
８質量％以上がさらに好ましい。また、Ｂは、被削性を向上させる効果を有する。一方、
これらの元素が過剰に添加されると、硬質炭化物が生成して加工性等の機械的特性および
被削性が劣化する。したがって、Ｖ含有量は０．５質量％以下とされ、０．４質量％以下
が好ましく、０．３質量％以下がさらに好ましい。Ｂ含有量は０．００５質量％以下とさ
れ、０．００３質量％以下が好ましく、０．００１質量％以下がさらに好ましい。
【００４１】
　ＣｕおよびＮｉは、焼入れ性を向上させる効果を有し、焼入れ後の機械構造用鋼の硬さ
を向上させる。さらに、ＣｕおよびＮｉの含有量増加に伴いこの効果が大きくなる。この
効果を得るために、Ｃｕ，Ｎｉの各含有量は０．１質量％以上が好ましく、０．３質量％
以上がさらに好ましい。一方、これらの元素が過剰に添加されると、焼入れ性が増大して
過冷組織が生成し、延性および靭性が低下する。したがって、Ｃｕ，Ｎｉの各含有量は３
質量％以下とされ、２質量％以下が好ましく、１質量％以下がさらに好ましい。
【実施例】
【００４２】
　以上、本発明を実施するための形態について述べてきたが、以下に、本発明の効果を確
認した実施例を、本発明の要件を満たさない比較例と対比して具体的に説明する。なお、
本発明はこの実施例によって制限を受けるものではなく、請求項に示した範囲で適当に変
更を加えて実施することも可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含され
る。
【００４３】
〔供試材作製〕
　表１および表２に示される化学成分組成の鋼１５０ｋｇが、真空誘導炉で溶解され、上
面：φ２４５ｍｍ、下面：φ２１０ｍｍ×高さ４８０ｍｍのインゴットに鋳造された。こ
のインゴットは、１２００℃×３ｈｒ程度でソーキングされた後、１１００℃×１ｈｒ程
度で、１５０ｍｍ角×長さ６８０ｍｍの四角材に鍛造されて、長さ１００ｍｍ程度に切断
された。この切断された四角材は、１１００℃×１ｈｒ程度で、厚さ３０ｍｍ×幅１５５
ｍｍの板材およびφ８０ｍｍの丸棒材に、それぞれ熱間鍛造された。そして、板材は長さ
１００ｍｍに、丸棒材は長さ３００ｍｍに、それぞれ切断された。これらの板材および丸
棒材は、焼ならし（９００℃×２ｈｒの熱処理後、放冷）されて、供試材Ｎｏ．１～７０
（実施例、比較例）に作製された。Ｃｒ，Ａｌ，Ｏの含有量の関係式「(０．１×[Ｃｒ]
＋[Ａｌ])／[Ｏ]」およびＮ，Ｔｉの含有量の関係式「[Ｎ]－０．３×[Ｔｉ]」は、前記
化学成分組成から算出されて表１および表２に併記されている。また、供試材（板材）か
ら切り出したサンプルで、不活性ガス融解法－熱伝導度法およびアンモニア蒸留分離イン
ドフェノール青吸光光度法にて測定されたＮ固溶量は、表１および表２に併記されている
。作製された供試材で、以下の測定および評価が行われた。
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【００４４】
〔測定、評価〕
　（被削性）
　断続切削時の被削性を評価するために、エンドミル工具での断続切削によるホブ加工の
模擬評価が行われた後、工具摩耗が観察された。供試材（板材）は、スケールを除去され
て、その表面を厚さ方向に２ｍｍ研削されて、厚さ２５ｍｍ×幅１４５ｍｍ×長さ１００
ｍｍの切削試験片に作製された。マニシングセンタ主軸にエンドミル工具（三菱マテリア
ル製ハイスエンドミル、型番Ｋ－２ＳＬ、外径φ１０ｍｍ、ＴｉＡｌＮコーティング厚さ
２．６μｍ）が取り付けられ、バイスにより固定された切削試験片に対して、乾式の切削
雰囲気下で断続切削が行われた。断続切削条件は下記に示される。２００カット（切削距
離：約３０００ｍ）の断続切削の後、使用されたエンドミル工具が光学顕微鏡にて観察さ
れ、平均逃げ面摩耗幅（工具摩耗量）が測定された。被削性の合格基準は、工具摩耗量が
７０μｍ以下とされた。なお、同じ切削試験片の表面のビッカース硬さが測定された。工
具摩耗量およびビッカース硬さは表１および表２に示される。
【００４５】
　（断続切削条件）
　軸方向切り込み量：１．０ｍｍ
　径方向切り込み量：１．０ｍｍ
　送り量　　　　　：０．１１７ｍｍ／ｒｅｖ
　送り速度　　　　：５５８．９ｍｍ／ｍｉｎ
　切削速度　　　　：１５０ｍ／ｍｉｎ
　回転速度　　　　：４７７７ｒｐｍ
【００４６】
　（横目の靭性）
　機械的特性として、浸炭処理後の供試材の横目の靭性が評価された。供試材（丸棒材）
は、圧延（鍛伸）方向に垂直な方向（横目）に沿ったノッチ（Ｒ：１０ｍｍ、深さ：２ｍ
ｍ）を形成され、１０ｍｍ×１０ｍｍ×５５ｍｍのサイズに削り出されて、シャルピー衝
撃試験片に作製された。この試験片は、下記の条件で浸炭処理され、次に６０℃のコール
ド油を用いて油焼入れされた後、焼戻しされた（１７０℃×１２０ｍｉｎの熱処理後、空
冷）。以上の処理後の試験片でシャルピー衝撃値（シャルピー吸収エネルギー）が測定さ
れた。測定したシャルピー吸収エネルギーは表１および表２に示される。横目の靭性の合
格基準は、シャルピー吸収エネルギーが１０．０Ｊ以上とされた。
【００４７】
　（浸炭処理条件）
　９００℃×９０ｍｉｎ（ＣＯ2濃度：０．１１％、カーボンポテンシャル（以下、ＣＰ
）：１．０％狙い）→９００℃×９０ｍｉｎ（ＣＯ2濃度：０．１７％、ＣＰ：０．８％
狙い）→８４０℃×６０ｍｉｎ（ＣＯ2濃度：０．３９％、ＣＰ：０．８％狙い）
【００４８】
　（熱間加工性）
　熱間加工性として、供試材の熱間延性が評価された。供試材（丸棒材）は、図１に示さ
れる形状の試験片に作製された。この試験片は、熱間加工再現試験装置（富士電波工業（
株）製）によって、９００℃まで加熱された状態において０．０１ｍｍ／ｓで引張試験を
行われ、以下の式から断面減少率（％）を測定した。なお、試験片の標点距離は平行部の
長さと同じ１５ｍｍである。測定した断面減少率は表１および表２に示される。熱間加工
性の合格基準は、断面減少率が４０％以上とされた。
(断面減少率)＝{(標点間部の断面積)－(破断部の断面積)}／(標点間部の断面積)×１００
【００４９】
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【表１】

【００５０】



(12) JP 2010-24549 A 2010.2.4

10

20

30

40

50

【表２】

【００５１】
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（評価）
　表１に示すように、供試材Ｎｏ．１～２７，６１～７０は、その各成分の含有量および
相関が本発明の範囲の実施例であるので、断続切削試験後の工具摩耗量が小さくて断続切
削時の被削性に優れており、横目の靭性および熱間加工性も良好であった。
【００５２】
　これに対して、表２に示すように、供試材Ｎｏ．２８～６０は、その各成分の含有量や
相関の少なくとも１つが本発明の範囲外の比較例である。供試材Ｎｏ．２８はＣ含有量が
過剰なため、被削性、横目の靱性、および熱間加工性が低下した。供試材Ｎｏ．２９は、
Ｓｉ含有量が不足しているため、またＯ含有量が過剰なため、被削性が低下した。一方、
供試材Ｎｏ．３０はＳｉ含有量が過剰なため、浸炭処理による強度向上効果が不十分で横
目の靱性が低下した。供試材Ｎｏ．３１はＭｎ含有量が不足しているため、焼入れ性が不
十分で横目の靱性が低下した。一方、供試材Ｎｏ．３２は、Ｍｎ含有量が過剰なため被削
性が低下し、さらにＰ含有量が過剰なため横目の靱性が低下した。供試材Ｎｏ．３３はＳ
含有量が過剰なため、被削性は向上したが横目の靱性および熱間加工性は低下した。
【００５３】
　供試材Ｎｏ．３４はＣｒ含有量が不足しているため、被削性が低下した。一方、供試材
Ｎｏ．３５はＣｒ含有量が過剰なため、被削性および横目の靱性が低下した。供試材Ｎｏ
．３６はＡｌ含有量が不足しているため、被削性が低下し、さらに浸炭処理における異常
粒成長が抑制されず横目の靱性が低下した。また、供試材Ｎｏ．３７はＡｌ含有量がそれ
自体で不足し、かつＯ含有量に対してＣｒ，Ａｌの各含有量が不足しているため、被削性
および横目の靱性が低下した。一方、供試材Ｎｏ．３８はＡｌ含有量が過剰なため、浸炭
処理による強度向上効果が不十分で横目の靱性が低下した。
【００５４】
　供試材Ｎｏ．３９は、Ｎ含有量が過剰なため被削性が低下し、また固溶Ｎも過剰になっ
て横目の靱性および熱間加工性が低下した。供試材Ｎｏ．４０はＴｉ含有量が不足してい
る（無添加である）ため、相対的にＮ含有量が過剰となったことで固溶Ｎが過剰になって
、熱間加工性が低下した。一方、供試材Ｎｏ．４１はＴｉ含有量が過剰なため、被削性お
よび熱間加工性が低下した。
【００５５】
　供試材Ｎｏ．４２，４３は、Ｃａ，Ｍｇの各含有量がいずれも不足している（無添加で
ある）ため、それぞれ被削性が低下した。一方、供試材Ｎｏ．４４はＣａ含有量が過剰な
ため、被削性および横目の靱性が低下した。
【００５６】
　供試材Ｎｏ．４５はＭｏ含有量が過剰なため、被削性が低下した。供試材Ｎｏ．４６は
Ｎｂ含有量が過剰なため、供試材Ｎｏ．４７はＶ含有量が過剰なため、それぞれ被削性お
よび熱間加工性が低下した。供試材Ｎｏ．４８はＢ含有量が過剰なため、被削性は向上し
たが熱間加工性が低下した。
【００５７】
　供試材Ｎｏ．４９は、各成分の含有量は本発明の範囲であるが、Ｏ含有量に対してＣｒ
，Ａｌの各含有量が不足しているため、被削性が低下した。供試材Ｎｏ．５０～６０は、
各成分の含有量は本発明の範囲であるが、Ｎ含有量に対してＴｉ含有量が不足しているた
め、固溶Ｎが過剰になっていずれも熱間加工性が低下した。さらに、供試材Ｎｏ．５１～
６０は、Ａｌによる被削性の向上効果が低下した。一方、供試材Ｎｏ．５０は、Ｎ含有量
が本発明の範囲内における上限近傍で、Ｔｉ含有量に対する過剰分が特に大きいため、固
溶Ｎ単独による作用で被削性は向上したが、横目の靱性が低下した。
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